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平成２７年度 新温泉町一般会計及び特別会計歳入歳出決算審査の 

結果について 

 

 

地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により審査に付された

平成２７年度新温泉町一般会計及び特別会計歳入歳出決算(８事業)について審査し

たので、結果について別紙のとおり意見を付して報告する。 

 

 

 

 

 



 

（別 紙） 

平成２７年度 新温泉町一般会計及び特別会計歳入歳出決算審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

 １．平成２７年度 新温泉町一般会計歳入歳出決算 

 

２．平成２７年度 新温泉町特別会計歳入歳出決算 

 （１）平成２７年度 新温泉町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

（２）平成２７年度 新温泉町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

（３）平成２７年度 新温泉町介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

（４）平成２７年度 新温泉町浜坂地区残土処分場事業特別会計歳入歳出決算  

（５）平成２７年度 新温泉町温泉地区残土処分場事業特別会計歳入歳出決算 

（６）平成２７年度 新温泉町コミュニティ・プラント事業特別会計歳入歳出

決算 

（７）平成２７年度 新温泉町七釜温泉配湯事業特別会計歳入歳出決算 

（８）平成２７年度 新温泉町下水道事業特別会計歳入歳出決算 

 

第２ 審査実施期間    

自 平成２８年７月２８日（木）  
９日間 

至 平成２８年８月１０日（水） 

                      

第３ 審査の主眼と方法 

 

  審査にあたっては、さきに新温泉町長から提出された各会計の歳入歳出決算

書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書及

び基金の運用状況の書類等について 

① 法令・規則に基づいて調整されているか 

② 財政の運営状況は、健全か 

③ 財産管理は、適正か 

④ 予算は、適正かつ効率的に執行されているか 

⑤ 業務の簡素化・効率化、住民サービスの向上が図られているか 

⑥ 職員の資質向上が図られているか 

  を主眼におき、平成２７年度中に実施した例月出納検査の結果も参考にしなが

ら、関係諸帳簿及び証拠書類等と突合し照合を行った。 

   また、職員の執務体制について、出勤簿（タイムカード）・出張命令書・復命

書等と関係帳簿を突合し、照合を行った。 

 



 

第４ 審査結果 

 

  審査に付された一般会計及び８事業特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出事

項別明細書は、法令に基づいて、調製されており、計数は、関係帳簿及び証拠

書類等と突合し照合した結果、誤りはなく記載されていることを確認した。 

  また、基金の運用状況及び公有財産調書についても、関係諸帳簿及び証拠書

類と符合しており、誤りのないことを確認した。 

 

第５ 平成２７年度事業概要 

 

 平成２７年度は、「安心・元気・地方創生予算」と位置づけ、①総合的な防

災・減災対策の推進、②若者定住・雇用の創出、③外国人観光客の誘客の促進

などの地域産業の活性化推進を重点施策とした「元気づくりプロジェクト」の

継続とともに、安心・安全なまちづくりをめざし、健全な財政基盤の確立を主

体とした予算編成に基づいて事業実施されてきたところである。 

 

第６ 決算審査の状況 

 

１ 一般会計 

 

（１）総 括 

①  財政収支の状況 

   平成２７年度の歳入歳出決算状況は、歳入総額 10,757,251 千円、歳出総額

10,326,689 千円、歳入歳出差引額（形式収支）は、430,562 千円となり、その

うち平成２８年度に繰越すべき財源 3,024 千円を差引いた額（実質収支）は、

427,538 千円となっている。 

   平成２７年度は、地方税は 3.9％(56,412 千円)の減額となり、主財源である

地方交付税が前年度比 0.3％(14,173 千円)の増額となっている。今後において

も、地方交付税、地方譲与税各種交付金、及び国県支出金等の減少が予測され

るため、依存財源の確保に遺漏のないよう努められたい。また、あらゆる財源

の将来動向を的確に把握し、事業計画の策定等にあたっては十分配慮して一層、

健全な財政運営を推進されるよう切望するものである。 

 

② 財政の運営状況 

   財政の運営状況は、概ね適切と判断される。 

 歳入についてみると、予算現額 10,742,114 千円に対して、調定額は、

11,017,229 千円で調定額に対する収入済額は、10,757,251 千円となり、調定

額に対する収入済額の割合は、97.6％となっている。 

   収入未済額は、町税 96,248 千円、使用料及び手数料 1,257 千円、国庫支出金

71,694 千円、諸収入 1,070 千円、町債 88,500 千円を合わせて 258,769 千円と

なっている。 



 

なお、町税及び繰越財源以外の収入未済額の主なものは、ケーブルテレビ使

用料 36 件、678 千円、衛生手数料 10 件、567 千円、給食実費徴収金 24 件、524

千円で、合計 2,327 千円となっている。 

 

歳出についてみると、当初予算額 10,493,000 千円に対して、補正額は 88,564

千円の増額となり、２６年度から２７年度への繰越額 160,550 千円を加えると、

10,742,114 千円の予算現額となっている。 

予算現額に対して支出済額は、10,326,689 千円で執行率は、96.1％となっ

ている。なお、翌年度繰越額は 163,218 千円、不用額は、252,207 千円である。 

 

   ・補正の増額の主なもの                 (単位：千円） 

目 補正額 目 補正額 

一般管理費 13,322 福祉医療費 8,800 

電子計算費 17,087 児童措置費 7,060 

戸籍基本台帳費 8,832 保健衛生総務費 85,326 

社会福祉総務費 107,737 土地改良費 11,838 

 

   ・補正の減額の主なもの                 (単位：千円） 

目 補正額 目 補正額 

ケーブルテレビ運営費 △8,061 畜産業費 △5,857 

税務総務費 △11,016 林業振興費 △14,184 

兵庫県議会議員選挙費 △1,346 地籍調査費 △2,296 

老人福祉費 △4,293 道路橋りょう維持費 △42,928 

認定こども園費 △1,106 住宅管理費 △11,136 

予防費 △7,232 非常備消防費 △5,026 

環境衛生費 △57,172 学校管理費 △7,939 

農業振興費 △13,653   

 

（２）個別事項 

①  歳 入 

平成２７年度における一般会計歳入決算額は、10,757,251 千円で、予算現額

に対する収納率は、100.1％、調定額 11,017,229 千円に対する収納率は、97.6％

となっている（表―１）。 

 

Ⅰ. 歳入の執行状況    

   平成２７年度における歳入決算総額、10,757,251 千円に対する町税及び税外

収入の割合は、町税、13.1％に対して、税外収入は、86.9％である。 

   町税の収入済額は、1,404,412 千円で、調定額（1,501,858 千円）から不納欠

損額（1,198 千円）を控除した後の収入未済額は、96,248 千円となっている（表

―３）。



 

表―１  歳入（町税、税外収入の状況）            （単位：千円：％） 

区 分 予 算 現 額 調 定 額（Ａ） 収入済額（Ｂ） 割合（Ｂ/Ａ） 

町  税 1,385,562 1,501,858 1,404,412 93.5 

税外収入 9,356,552 9,515,371 9,352,839 98.3 

計 10,742,114 11,017,229 10,757,251 97.6 

（注）徴収率は調定額に対する収入済額の割合 

Ⅱ. 歳入の分析 

歳入決算額を自主財源と、依存財源に分析してみると、自主財源の総額は、

2,117,557 千円で、決算総額に占める割合は、19.7％である。繰入金と繰越金

が大幅に減少し、町税も減少している。 

 依存財源の総額は、8,639,694 千円で、決算総額に占める割合は、80.3％と

なっている（表―２）。前年度と比較して地方譲与税、地方交付税等は若干増

加し、北但ごみ処理施設整備事業負担金の増大に伴って、町債が大幅に増加し

ている。 

表―２  歳入決算の分析                （単位：千円：％） 

款      別 
平成２７年度 

歳入額 割合 

自 

 

主 

 

財 

 

源 

町 税 1,404,412 13.1 

分担金及び負担金 7,649 0.1 

使用料及び手数料 263,036 2.4 

財 産 収 入 12,811 0.1 

寄 附 金 2,665 0.0 

繰 入 金 8,760 0.1 

繰 越 金 33,385 0.3 

諸 収 入 384,839 3.6 

小      計 2,117,557 19.7 

依 

 

存 

 

財 

 

源 

地 方 譲 与 税 102,104 0.9 

利 子 割 交 付 金 3,259 0.0 

配 当 割 交 付 金 10,514 0.1 

株式等譲渡所得割交付金 10,369 0.1 

地方消費税交付金 284,207 2.6 

ゴルフ場利用税交付金 3,347 0.0 

自動車取得税交付金 28,166 0.3 

地方特例交付金 3,040 0.0 

地 方 交 付 税 5,134,178 47.7 

交通安全対策特別交付金 2,758 0.0 

国 庫 支 出 金 650,345 6.1 

県 支 出 金 707,451 6.6 

町 債 1,699,956 15.8 

小     計 8,639,694 80.3 

合      計 10,757,251 100.0 



 

Ⅲ. 歳入の特記事項 

 

◎ 町税 

町税収入済額でみると、平成２７年度の徴収率は 93.5％と昨年より 0.4 ポイン

ト悪化しており、職員の徴収努力を発揮されたい。（表―３）。 

現年課税分について、徴収率は、98.7％、収入未済額は 18,639 千円となって 

いる（表―３）。 

また、滞納繰越分の収入未済額は、77,609 千円でその徴収率は、16.4％と前年 

度より 9.2 ポイント減少している（表―３）。 

国民健康保険税の収入未済額は 98,684 千円（表―12）で、町税と合わせた総

額は、194,932 千円となっている。 

町税は町政振興の主要な財源であり、町民の福祉の向上に大きく貢献している

ことの意義をさらに普及啓発し、滞納者に理解を求めて徴収を徹底、強化し、滞

納額の解消に努められたい。 

さらに、平成２７年度の町税と国民健康保険税を合わせた不納欠損処分は、

2,219 千円となっている。町財政に与える影響が極めて大きいことや、税等負担

の公平性の観点からも消滅時効を極力減らし、かつ、徴収に際しては、住民の納

税意欲を阻害することなく成果があがるよう一層収納率の向上に努められたい。 

 

表－３   町税の徴収状況 

（単位：千円：％） 

区分 調定額 収入済額 
不納 

欠損額 

収入未済

額 
徴収率 

現年課税分 1,398,495 1,379,655 201 18,639 98.7 

滞納繰越分 94,001 15,395 997 77,609 16.4 

交付金納付金 9,362 9,362 － － 100.0 

合 計 1,501,858 1,404,412 1,198 96,248 93.5 

 

 



 

表―４ 町税の税目別徴収率        表―５  基金の状況 

（平成２８年３月３１日現在） 

           （単位％）                （単位：円） 

年 度 

税目別 
２７ 

 
基金名 金額 

現 

年 

課 

税 

分 

町民税 
個人 99.1 財 政 調 整 基 金 2,254,808,855 

法人 99.9 減 債 基 金 24,785,369 

固定資産税 98.0 土 地 開 発 基 金 49,761,575 

軽自動車税 98.8 地 域 福 祉 基 金 53,894 

町たばこ税 100.0 ふるさと水と土保全対策基金 2,596,829 

入 湯 税 99.9 海 岸 環 境 美 化 基 金 78,708 

滞 

納 

繰 

越 

分 

町民税 
個人 16.7 二日市温泉配湯施設整備基金 1,081,225 

法人 0.0 地 域 振 興 基 金 300,000,000 

固定資産税 16.3 ふるさとづくり基金 2,677,158 

軽自動車税 19.1  合 計 2,635,843,613 

入 湯 税 9.6 

  

◎ 町 債 

  平成２７年度の一般会計町債返済金（元金利子償還金）は、1,504,199 千円と

なっている。 

  普通会計における平成２７年度末の町債現在高は、13,554,934 千円であり、実

質公債費比率（普通会計）は 13.6％となっている（表―６）。 

  債務残高比率は 218.0％となり、一人当たり町債残高は 877,285 円といずれも

増加している。 

  

表―６ 普通会計における公債費の状況    （単位：千円：％） 

区  分 平成２７年度 

公 債 費 1,539,587 

歳 出 総 額 に 占 め る 割 合 14.7 

町 債 現 在 高 13,554,934 

実質公債費比率(25年度～27年度の平均) 13.6 

 

②  歳 出 

Ⅰ． 歳出予算の執行状況 

   

   平成２７年度一般会計歳出決算額は、10,326,689 千円で予算現額 10,742,114

千円に対する執行率は、96.1％となっている（表―７）。 

   普通会計における歳出決算額を性質的経費別にみると、義務的経費(人件費・

扶助費・公債費)は、3,859,441 千円、投資的経費は、1,015,335 千円、その他

の経費は、5,579,620 千円で歳出決算総額に占める割合は、それぞれ 36.9％、

9.7％、53.4％となっている。 



 

   また、投資的経費の普通建設事業費は、970,890 千円で、前年度に比較して

減少している。災害復旧事業費は 44,445 千円で大幅に減少しており、その他の

経費では、繰出金が 1,297,873 千円となっている。 

 

表―７    歳出予算に対する執行状況（一般会計）      （単位：円） 

   項目 

 

款別 

予算現額 

（Ａ） 

支出済額 

（Ｂ） 

繰越明許額 

（Ｃ） 

不 用 額 

＝A-B-C 

執行

率％ 

(B)/(A) 

議 会 費 109,340,000 107,783,220 0 1,556,780 98.6 

総 務 費 1,123,448,000 1,071,644,283 17,375,000 34,428,717 95.4 

民 生 費 2,210,343,000 2,100,100,684 57,135,000 53,107,316 95.0 

衛 生 費 1,714,646,000 1,689,667,478 0 24,978,522 98.5 

労 働 費 24,132,000 22,590,388 0 1,541,612 93.6 

農林水産業費 667,627,000 653,641,585 0 13,985,415 97.9 

商 工 費 517,941,000 431,508,661 57,708,000 28,724,339 83.3 

土 木 費 669,344,000 587,984,686 31,000,000 50,359,314 87.8 

消 防 費 581,962,000 578,761,927 0 3,200,073 99.5 

教 育 費 861,683,000 839,613,376 0 22,069,624 97.4 

災害復旧費 47,161,000 44,444,687 0 2,716,313 94.2 

公 債 費 1,518,073,000 1,504,199,028 0 13,873,972 99.1 

諸 支 出 金 695,606,000 694,749,000 0 857,000 99.9 

予 備 費 808,000 0 0 808,000 0.0 

合 計 10,742,114,000 10,326,689,003 163,218,000 252,206,997 96.1 

 

Ⅱ． 歳出予算の特記事項 

 

歳出予算の執行率は、96.1％となっており執行率の低い要因は、国庫補助事

業・地方公共団体情報セキュリティ強化対策事業、年金生活者等支援のための

交付金事業、道の駅整備事業及び道路橋りょう改良工事などの事業が翌年度繰

越されたことによるものである。 

繰越される事業の合計金額は、163,218 千円となっている（表―７）。 

 普通会計の実質公債費比率は、13.6％と昨年度より 1.5 ポイント改善され起

債制限比率、財政力指数も改善しているが、債務残高比率は悪化している。 

平成２７年度末の町債現在高は、一般会計で 13,550,655 千円となっている。 



 

◎ 主要な普通建設事業 

 

  建設工事について、平成２７年度中に施行した事業費 10,000 千円以上の主な建設

工事は、14 件で額にして 312,605 千円となっている（表―８）。(平成２６年度から

の繰越事業を除く。) 

 

表―８  主要な普通建設事業（10,000 千円以上のもの）   

                                 （単位：円） 

NO. 工  事  名 金     額 

1 リフレッシュパークゆむら加湿機取替工事 11,422,080  

2 浜坂東小学校体育館吊天井対策工事 29,484,000  

3 浜坂西小学校体育館吊天井対策工事 29,700,000  

4 浜坂南小学校体育館吊天井対策工事 26,136,000  

5 温泉小学校体育館吊天井対策工事 28,620,000  

6 照来小学校体育館吊天井対策工事 36,553,680  

7 夢が丘中学校武道場吊天井対策工事 11,880,000  

8 町道千原旧国道線千原橋橋梁修繕工事 25,590,600 

9 町道池ケ平線舗装新設工事 14,574,600  

10 町道小山奥土井線道路改良工事 19,400,040 

11 町道海上第一村中線道路改良工事 17,572,680 

12 町道二日市指杭線(第１工区)道路改良工事 39,639,240 

13 焼却炉耐火物補修修繕工事 10,152,000 

14 防災行政無線・多重情報伝送設備連携工事 11,880,000 

合      計 312,604,880 

 

◎ 翌年度に繰越した事業 

  平成２７年度から翌年度に繰越した事業及び金額は、8 事業で、163,218 千円と

なっている（表－９）。 

 

表―９                              （単位：円） 

NO. 事  業  名 金     額 

1 地方公共団体情報セキュリティ強化対策事業 17,087,000  

2 選挙人名簿システム改修事業 288,000 

3 臨時福祉給付金等給付事業 57,135,000 

4 道の駅整備事業 49,233,000  



 

5 移住定住促進事業 4,679,000  

6 広域観光ＰＲ事業 2,792,000  

7 山陰海岸ジオパーク推進事業 1,004,000  

8 道路橋りょう改良事業(町道戸田１４号線改良工事) 31,000,000  

合      計 163,218,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．特別会計 

 

（１）総 括 

  平成２７年度における８事業特別会計の歳入決算額は、5,269,552 千円、歳出

決算額は、5,076,997 千円で、歳入歳出差引残額は、192,555 千円となっている 

（表―10）。 

 

（２）会計別事項 

  国民健康保険事業特別会計 

   平成２７年度における国民健康保険事業（事業勘定）の歳入歳出決算額は、

歳入総額 2,159,778 千円、歳出総額 2,107,568 千円となっている（表―10）。 

   平成２７年度における一般被保険者療養給付費は１ヶ月当たり 89,134 千円、

また退職被保険者療養給付費は、１ヶ月当たり 4,363 千円となっており被保険

者１人当り療養給付費は、一般被保険者で 98.8％、退職被保険者は 95.4％と減

少している。国民健康保険財政調整基金の平成２８年３月末における現在高は、

170,272 千円である（表―13）。 

   平成２７年度における被保険者（平均）は、4,027 人でその内訳は、一般被

保険者 3,794 人、退職被保険者 232 人である。前年と比較して一般被保険者は、

わずかに増加しているが、退職被保険者は減少している。特定健康診査の受診

者が増加しており、療養給付費の抑制に影響しているものと思われる。しかし、

受診率は 44.4％であるため啓発等によりさらに受診率の向上に努められたい。 

 

表―１０   特別会計 歳入歳出決算額             （単位：円） 

№ 会計名 歳  入 歳  出 差引残額 

１ 

 

国民健康保険事業(事業勘定) 2,159,778,438 2,107,567,677 52,210,761 

国民健康保険事業(照診施設勘定) 32,280,456 32,280,191 265 

国民健康保険事業(八診施設勘定) 16,468,767 16,468,710 57 

国民健康保険事業(歯科施設勘定) 50,098,770 50,098,349 421 

２ 後 期 高 齢 者 医 療 202,552,046 199,823,678 2,728,368 

３ 介 護 保 険 事 業 1,704,193,543 1,648,867,374 55,326,169 

４ 浜坂地区残土処分場事業 132,987,049 92,235,741 40,751,308 

５ 温泉地区残土処分場事業 42,645,433 42,569,194 76,239 

６ コミュニティ・プラント事業 49,849,737 47,055,166 2,794,571 

７ 七 釜 温 泉 配 湯 事 業 36,645,962 31,724,028 4,921,934 

８ 下 水 道 事 業 842,051,327 808,306,735 33,744,592 

合   計 5,269,551,528 5,076,996,843 192,554,685 



 

 

Ⅰ．国民健康保険税の徴収実績 

   国民健康保険事業の運営の財源は、国民健康保険税と国庫支出金等によるも

のであるが、国民健康保険税の調定額は 461,498 千円、収入済額は、361,793

千円で、収入未済額は、98,684 千円である。徴収率は 78.4％であり前年対比

0.9 ポイント減少している（表―12）。 

 

Ⅱ．国民健康保険税不納欠損処分の状況 

   平成２７年度における不納欠損処分額は 1,021 千円である（表―12）。 

   徴収率は悪化しており滞納繰越額も増大している。財政事情が極めて厳しい

本町にとって、一般会計からの繰入金を減額し、公平性の観点からも、安易に

欠損処理することなく滞納額の徴収については、あらゆる手続、手法を駆使し

収納を図るよう一層の努力を要請する。 

 

表―１１   国民健康保険事業（事業勘定） 

 ≪歳入≫               ≪歳出≫  

科目 
金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

 

科目 
金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

保 険 税 361,793 16.7 総 務 費 3,791 0.2 

国・県支出金 526,242 24.4 保 険 給 付 費 1,295,369 61.5 

繰 入 金 124,880 5.8 後期高齢者支援金等 210,376 10.0 

そ の 他 1,146,864 53.1 介 護 納 付 金 70,033 3.3 

合 計 2,159,779 100.0 共同事業拠出金 472,983 22.4 

 
 そ の 他 55,016 2.6 

合 計 2,107,568 100.0 

 

   平成２７年３月～２８年２月末平均被保険者数 4,027 人 

 

 

表―１２   国民健康保険税徴収状況            （単位：千円） 

区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
徴収率 

（％） 

現年課税分 370,088 348,562 ― 21,526 94.2 

滞納繰越分 91,410 13,231 1,021 77,158 14.5 

合  計 461,498 361,793 1,021 98,684 78.4 

 

 

 

 

 



 

表―１３ 基金の状況（特別会計決算）          （単位：円） 

基 金 名 平成２８年３月末現在高 

国民健康保険財政調整運用基金 170,271,550 

国保直営診療所(照来診療所)基金 110,331 

介 護 保 険 給 付 費 準 備 基 金 34,873,050 

下タ山公共建設残土処分場事業基金 223,627,489 

十字谷残土処分場事業整備基金 134,950,874 

七釜温泉配湯事業施設整備事業 36,288,266 

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金 71,502,357 

合    計 671,623,917 

 

 

後期高齢者医療特別会計  

   平成２７年度における後期高齢者医療の歳入歳出決算額は、歳入総額

202,552 千円、歳出総額 199,824 千円となっている（表―10）。 

   被保険者数はわずかに減少しているが、1人当りの医療広域連合納付金は若 

干増加している。 

本年度の収入未済額は 32 件、1,727 千円となっており、滞納繰越分が増加し 

ている。 

また、当該年度において 2件、90 千円を不納欠損処分している。収入未済額

の収納については、早急に対応されたい。 

 

 

 介護保険事業特別会計 

平成２７年度における介護保険事業の歳入歳出決算額は、歳入総額

1,704,193 千円、歳出総額 1,648,867 千円となっている（表―10）。 

   要介護認定者数、在宅介護、施設介護サービス受給者数はいずれも増加して

いる。今後給付費の増大により保険料負担や繰入金の増加も想定されることか

ら、介護予防事業の普及、徹底に努められたい。 

   平成２７年度における保険料の収納未済額は5,001千円で件数は78件である。 

  現年、滞納繰越額ともに、収納未済額が増加している。 

   なお、滞納者については時効が２年となっているため、早急に収納に努め安

易に欠損処理することのないよう対応されたい。 

また、当該年度において 9件、231 千円を不納欠損処分している。 

    

 

 浜坂地区残土処分場事業特別会計 

   平成２７年度における浜坂地区残土処分場事業の歳入歳出決算額は、歳入総

額 132,987 千円、歳出総額 92,236 千円となっている（表―10）。 

 

 



 

   残土受入使用料 25,510 千円、数量は 16,458ｔを受け入れている。 

   また、翌年度に場内整地事業 7,229 千円、新残土処分場整備事業 32,959 千円 

を繰越している。 

   新残土処分場の供用を控え、防災対策と跡地利用の検討に万全を尽くされた 

  い。 

 

 温泉地区残土処分場事業特別会計 

   平成２７年度における温泉地区残土処分場事業の歳入歳出決算額は、歳入総

額 42,645 千円、歳出総額 42,569 千円となっている（表―10）。 

   残土受入使用料 12,502 千円、数量は 14,206ｔを受け入れている。 

 

 

 七釜温泉配湯事業特別会計 

   平成２７年度における七釜温泉配湯事業の歳入歳出決算額は、歳入総額

36,646 千円、歳出総額 31,724 千円となっている（表―10）。 

   本会計については、七釜地区内の民宿等における温泉使用料等を財源とする

ものであるが、当該会計における温泉配湯料の収入未済額は 2 件 964 千円であ

る。今後の適正な措置を行うよう引き続き要請する。 

   老朽化に伴う配湯管の更新、改良については、適正な将来予測に基く検討・ 

協議を十分に尽くした上、実施されたい。 

 

 下水道事業特別会計、コミュニティ・プラント事業特別会計  

   平成２７年度における下水道事業の歳入歳出決算額は、歳入総額 842,052 千

円、歳出総額 808,307 千円、コミュニティ・プラント事業では、歳入総額 49,850

千円、歳出総額 47,055 千円となっている（表―10）。 

下水道事業の年度末の接続率は 78.9％で、昨年度から 0.5 ポイント向上して

いる。接続は徐々に向上しているが、今後は、施設の維持管理に要する経費の

増加が見込まれることから、更なる接続促進活動に努めるよう要請する。 

また、未納となっている都市計画下水道負担金 12 件、1,410 千円、特定環境

保全公共下水道分担金 13 件、4,223 千円、農業集落排水分担金 1 件、184 千円、

併せて 26 件、5,817 千円の徴収に一層の努力を要請する。 

   さらに、使用料についても公共下水道 1,604 件、10,847 千円、特定環境保全

公共下水道 1,478 件、9,236 千円、農業集落排水 1,052 件、5,644 千円、漁業集

落排水 89 件、385 千円、コミュニティ・プラント 259 件、1,834 千円、併せて

4,482 件、27,947 千円の未収金がある。 

なお、平成２８年度から公営企業会計に移行するため、今年度は打ち切り決

算により、平成２８年３月分の使用料が、全額未収金計上されたことにより、

件数、金額が増加しているが、訪問面接をはじめ適正、確実な手段により早急

に収納されたい。使用料は年度内収納に努め滞納繰越としないことが肝要であ

る。 

   

 



 

（資料-１）       債 権 の 内 訳  （平成２８年５月末日現在） 

                                 （単位：円） 

内     訳 金     額 件 数 

ケーブルテレビ使用料 ６７７，５００ ３６ 

衛生手数料 ５６６，６００ １０ 

ごみ処理手数料 ４，２００ １ 

し尿汲み取手数料 ８，３２０ ２ 

住宅改修建設資金貸付 ５４５，９６８ １ 

給食実費徴収金 ５２４，５６０ ２４ 

後期高齢者医療保険料 １，７２６，７４４ ２２ 

介護保険料 ５，０００，５５０ ７８ 

コミュニティ・プラント使用料 １，８３４，１００ ２５９ 

登録手数料 ３，０００ １ 

七釜温泉配湯使用料 ９６４，１００ ２ 

農業集落排水分担金 １８３，７５２ １ 

特定環境保全公共下水道分担金 ４，２２２，２００ １３ 

都市計画下水道負担金 １，４０９，６６０ １２ 

漁業集落排水使用料 ３８４，６８０ ８９ 

公共下水道使用料 １０，８４７，１６６ １,６０４ 

特定環境保全公共下水道使用料 ９，２３６，４６０ １,４７８ 

農業集落排水使用料 ５，６４４，３６０ １,０５２ 

合    計 ４３，７８３，９２０ ４,６８５ 

    

 



 

第７ 平成２７年度決算審査の指導事項及び意見 

 

１ 町税及び国民健康保険税等の徴収について 

  平成２７年度における町税の徴収状況は、現年課税分 98.7％、滞納繰越分 16.4％の

徴収率となっている。一方、国民健康保険税は、現年課税分 94.2％、滞納繰越分 14.5％

となっている。 

平成２７年度末の滞納状況は、町税 96,248 千円、国民健康保険税 98,684 千円、合

計 194,932 千円となっており、国民健康保険税が 50.6％、固定資産税が 38.2％と滞納

額の大半を占めている。 

滞納繰越額は、昨年度に比べ 9,476 千円増加し、徴収率においても町税で 9.2 ポイ

ント、国民健康保険税で 4.5 ポイントの減少が見られ、町民税、固定資産税をはじめ

とする町税は減少傾向にあり収納率の向上がより一層求められている。また住民負担

の公平性の観点から、更に徴収体制の徹底と収納確保に努力されるよう要請する。 

  併せて、使用料、手数料等未収債権が増加している。町税同様、これら未収につい 

ても滞納の収納に全力を傾注し、速やかな解消に努められたい。 

  また、地域経済の停滞に比例して町税、各種債権の滞納繰越額が増加傾向にあるた 

め、年度内収納に努め滞納繰越の防止を図られたい。 

 

２ 保健・健康・福祉施策の推進について 

  住民の健康管理については、健康の維持・増進、疾病予防・早期発見を目的として

特定健診事業をはじめ様々な健康診断を実施しており、年々受診率は向上して県内市

町平均以上の実績をあげているが、これに満足することなく、更に各種健診、特に特

定健康診査の受診率向上を図るため、一層努力されたい。また、健診後の指導率の向

上に努められたい。 

  健康増進のための諸施策は、医療費、介護給付費の増加抑制や、介護予防の効果も

期待できるため、健康増進事業はもとより、国保、介護保険、生涯学習事業等で連携

し、住民にあらゆる機会を通じて周知、徹底、啓発し、参加率を向上することで心身

ともに健康で生き生きと過ごせる町づくりを推進されたい。 

 

３ 職員の人材育成について  

  人材育成のめざすべき職員像として「プロの公務員としての誇りと喜びを感じるこ

とができる職員」と基本理念を設定し、人材育成の方策・推進、職員研修の基本方針

を定められ人材育成に努めているが、研修の成果を更に高め、引き続き職員のレベル

アップに努力されたい。 

管理職員には、管理監督職員としての意識、統率力の向上を、中堅職員には創意工

夫等業務に対する意欲を、新任職員に対しては社会人、勤務者としての職場教育を徹

底されたい。 

大半の職員は職務の遂行にあたっては、堅実、的確であると思われる。しかし、予

算執行と前例踏襲に終始し受動的に業務をこなすだけではなく、能動的、積極的に意

欲をもって事務、事業を遂行し、住民に希望と活力を与える人材の育成と基盤整備を

図られたい。 



 

更に、行政は最大のサ－ビス機関であり職員は全体の奉仕者であるとの認識に基づ

き、住民や来庁者に信頼され、更に「丁寧・親切・迅速」な対応、接遇に努められた

い。 

 

４ 業務の簡素化・合理化について  

  計画的な人員削減は着実に実行されているが、一方で事務事業は複雑、専門化して

事務量は増加していると感じられる。このため、職員が心身共に健康で業務に邁進で

きるよう労働環境の整備に配慮することが望ましい。事務処理量の増加は集落に出向

いて直接住民に接する機会の減少をもたらし職員と住民との意思疎通が希薄化しつつ

あるのではないかと危惧する。 

また、効率的な業務の遂行にはチームプレーが必要不可欠である。縦割りによる弊

害や組織内の意思疎通、連携、調整が不十分であると感じられる。早急に改善策を講

じる必要があるのではないか。 

今後、町税や地方交付税をはじめ歳入の減少は必然であり、繰出金や扶助費等義務

的経費が増加すると予測される。有利な財源の確保に努めるとともに、歳出削減のた

めに制度や事務事業を総点検して、見直し、圧縮等事業の取捨選択が求められている

と感じられる。 

組織を活性化するためには、思考にゆとりを持てる環境の設定による職員の能力発

揮が不可欠である、と思われる。 


